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「中期サステナビリティ計画2022」の基本方針
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基本方針 社会・環境課題の解決をイノベーション（DX）で実現する

(1) 新たに５つのマテリアリティ（重要課題）を設定、社会課題をDXで解決

(2) GXグリーントランスフォーメーション

～カーボンマイナスを2030年に前倒し、DXを通じた飛躍的なCO2削減

社会課題を
ビジネス機会と捉える

イノベーションで課題を解決
（デジタルイノベーション）

社会課題
（事業機会）

イノベーション
（解決手段）× ＝事業成長、事業創出

社会要請
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GXグリーントランスフォーメーション

現 在過 去 将 来

2003 経営統合 20202014

DXSHINKATEANSFORM経営計画：

自社のみ ステークホルダーとともに GX 広く社会の皆様とともに

エコビジョン
2050

CSV（共有価値の創造）

中期経営計画2016

カーボンマイナス2050

中期経営計画2019

カーボンマイナス2030

中期サステナビリティ計画2022

全拠点で
ゼロエミ達成

グリーン
ファクトリー

グリーンプロダクツ
アップグレードリサイクル

スコープ3 算定・公開

グリーンマーケティング

グリーンサプライヤー

エクセレント
グリーンファクトリー

SBT/RE100/TCFD
参加

環境デジタルプラットフォーム

サステナブルソリューション

サステナブルファクトリー

DXサプライヤー

サステナブルマーケティング
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コニカミノルタ流 環境経営の考え方

・環境発展に貢献することで、世の中から必要な会社として認められる

・環境活動の実践で会社の成長を図る

・環境活動を通じてステークホルダーの皆さんと喜びを分かち合う

環 境

環境価値

環境課題を解決

事業価値 売上、利益(コストダウン)への直接貢献額

広く社会に貢献しビジネス創出へ

2019年 事業成長（売上、利益）

2016年 「環境課題解決」と「事業貢献」の両立

・お客様の「みたい」を実現することで、グローバル社会から支持され必要とされる会社

・人と社会の持続的な成長に貢献する、足腰のしっかりした進化し続けるイノベーション企業
経営ビジョン

2014年 CSV(Creating Shared Value)を中期計画に
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エコビジョン2050 ー 2009年設定時の考え方ー

2050年を見据えた長期環境ビジョンの設定

エコビジョン2050

① 製品ライフサイクルにおけるCO2排出量を、
2050年までに2005年度比で80％削減する。

② 限りある地球資源の有効活用の最大化と資源
循環を図る。

③ 生物多様性の修復と保全に取り組む。

【なぜ80％削減なのか？】

温室効果ガス
排出量：

490億ｔ

世界人口： 64億人
114億ｔ

地球が許容できる温室効果
ガスの自然吸収量

7.66t/人

温室効果ガス
排出量：

114億ｔ

世界人口： 92億人（国連予想）

1.24t/人

2004年 2050年

排出量を自然吸収量におさえる必要

▲80％
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カーボンマイナスを2030年に前倒し

205020192005

お客様
調達先
社会

中期計画
2019

自社

調達

生産

物流

販売
ｻｰﾋﾞｽ

製品
使用

50%
削減

80%
削減

中期計画
2022

20302022

52%
削減

自社の
2/3 を
マイナス

2030目標
カーボンマイナス

60%
削減

・調達:製品・消耗品の循環活用
調達先でのCO2削減(▲1.8万㌧)

・生産:エネルギー効率向上(▲1.8万㌧)

・製品:省エネルギー技術開発(▲2.4万㌧)

お客様: DX事業を通じた飛躍的な削減

・オンデマンド生産で顧客の生産プロセス革新(▲71万㌧)

・環境デジタルプラットフォームによるCO2削減(▲4万㌧)

調達先：DXを活用した飛躍的な削減

・DXを活用した環境診断・最適解の共有(▲3.2万㌧)

再生可能エネルギー調達(▲０.9万㌧)

206.7万㌧

自社の1/100
をマイナス

カーボンマイナス：

自社の事業活動に伴うCO2排出量 ＜ お客様・調達先・社会でのCO2削減効果

103万㌧
99万㌧

▲1万㌧

▲66万㌧

80万㌧

40万㌧

>▲80万㌧

2050目標

C

O

2

排

出

量

削

減

効

果

量

マテリアリティ 4)気候変動への対応

自社以上を
マイナス

マイナス
を拡大

<社会課題>

• 低炭素・脱炭素社会へ移行

• プロセス変革でエネルギー
の利用を改革
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カーボンマイナスへのアプローチ

お客様
調達先
社会

自社

C

O

2

排

出

量

削

減

効

果

量

2022 2030

52%
削減 60％

削減

206.7万㌧

99万㌧

80万㌧

▲66万㌧

＞▲80万㌧

企画・開発

サステナブル
ソリューション活動

調達・生産

サステナブル
ファクトリー活動
DXグリーン
サプライヤー活動

販売・サービス

サステナブル
マーケティング活動
環境デジタルプラット
フォーム
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インフィニウム Σ

・低消費電力

7

サステナブルグリーンプロダクツ ～従来からの継続的活動

bizhub C360i/C300i/C250i

・低消費電力(TEC値/スリープ電力)
・難燃性再生PC/PET採用

AccurioJet KM-1

・印刷版不要（廃棄物削減）
・印刷工程の工数削減、生産性向上
・効率的な資源利用

AeroDR fine

・軽量
・X線照射量低減

CM-26dG

・お客様の生産性・
歩留まり向上に貢献

TACフィルム

・視野角拡大の
薄膜フィルム

環境価値(CO2削減、資源有効利用)事業価値(売上高)
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サステナブルソリューション認定制度 ~2022年に向けて進化

認定体系 認定基準

認定レベル 認定基準

サステナブル・
ソリューション・
プライム (SS prime)

・従来製品では実現不可能な社会課題解決
・オンリーワン技術
・経営貢献

サステナブル・
ソリューション・
プラス (SS plus)

・同業他社の比較可能な同一セグメントと比較して、業界トップ
または業界初の社会課題解決への貢献を示すことが出来るソ
リューション

サステナブル・
ソリューション
(SS)

・同業他社の比較可能な同一セグメントと比較して、業界トップ
レベル(上位30%以内)相当の社会課題解決への貢献を示すことが
出来るソリューション
・比較不可能な場合、サステナビリティ計画2030 で定める長期ビ
ジョンに対し１％以上の貢献量が見込めるソリューション

認定例

AccurioPress C14000 (SS plus)
印刷工程における１日当たりの
作業時間を競合比で75％削減
労働時間の創出に貢献

環境課題

社会課題

サステナビリティ中計で定める環境・社会価値を提供する
製品及びソリューションを以下の３段階で認定

「プロダクツ」 から 「ソリューション」 に変更

サステナブル
ソリューション・プライム

（SS prime）

サステナブル
ソリューション・プラス

（SS plus）

サステナブル
ソリューション

（SS）

働きがい向上
及び企業活性化
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お客様が製品購入するときの入札で環境対応を要求

コストダウンと連動した環境課題解決

従業員が自律的に課題設定・解決できる風土

グリーンファクトリー認定制度

強化される環境法規制

良い
会社作り

販売機会

コストダウン

事業リスク

人財

金額換算効果 金額換算効果

量

グリーンファクトリー ～従来からの継続的活動
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素材系生産拠点 組み立て・高負荷サイトなど

省エネ 年率３％ 年率２％

資源循環貢献 年率２％

社外CO2削減 年率１％ 年率２％

コンセプト 社内の生産性・省エ
ネ技術の現場でのリ
アル作りこみによる
競争力強化

当社ノウハウをステークホルダーへの提
供による社会での環境負荷低減効果の飛
躍的拡大

※サステナブルファクトリーガイドライン
①VOC削減 ②生物多様性対応指針(水・土壌・海洋プラ・化物)
③CSR調達 ④再エネ計画 など

※当社生産エネルギー使用量と総排出物量に対して占める割合が1％を下回
る拠点は、その目標値を年率1％とする

SF2030
基準

SF2025
基準

SF2020
基準

⚫ 2022に生産CO2△1.8万トン（△7% 2019比）
⚫ 各生産拠点・高負荷拠点がそれぞれ持つ目的に合った削減活動を遂行する

10

サステナブルファクトリー認定制度 ~2022に向けて進化 達成基準
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無錫工場

東莞工場

マレーシア工場

⚫環境の経験・ノウハウを調達先へ提供
⚫環境負荷低減とコスト削減を同時に実現

コニカミノルタ
環境専門家

調達先6社

調達先8社

調達先９社 ・CO2削減：1.4万トン (FY2019)
・資源有効利用：0.13万トン
↓
・金額換算削減効果：3.7億円

11

グリーンサプライヤー活動 ～従来からの継続的活動
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コニカミノルタ

個別の活動 エコシステムの確立

データベース化

最適解を提供・共有

年間3～4社 年間10～30社

診断ﾉｳﾊｳ活用 自ら課題発見・施策実行

調達先 調達先 調達先 調達先 調達先 調達先 調達先

再生可能
エネルギーの
導入推進

DX-GS活動今までの活動

　空気圧縮機の台数制御

○削減対策の概要
〈現状〉

・空気圧縮機が複数台設置されているが、負荷低下時のアンロード時間のロスを減らす

〈対策の概要〉
・台数制御ユニットを設置し、低負荷時やアンロード時間が一定時間以上続いた場合は
　運転台数を減らす。
・また本体からの排気量が不足していたり、換気量が不足している場合には、排気量ＵＰや
　換気口の増設等を行う。

〈実施上の留意点〉
・事前に本体パネルにて、運転時間中のロード時間、アンロード時間を確認する。

（負荷時間、無負荷時間）

○削減対策の効果

現状のエネルギー使用量推定
・設備容量　２２kw×６台(CP)、　37kw×2＋22KW×2(CT) kwh
・平均稼働時間　7000h/年、負荷率８５%　とすると

（ドライヤー分は負荷率で若干考慮）

【対策後、効果】

アンロード時には定格運転時の２５％の電力を不要に消費する。
・現状のアンロード時間を全体の15%とし、その８０％分を
　停止できたと仮定する。 kwh

・削減策　合計 kwh
削減率 ％

【コスト削減効果】 【合計】
・電力削減 元/年 元/年

【省エネ量】（原油換算）
【合計】

・電力削減 Ｌ/年 Ｌ/年

【投資金額、費用対効果】
【合計】

・費用 元
・単純回収年数 年

【CO2削減効果】
【合計】

・電気分　 t-co2/年 t-co2/年

○前提条件
・電気原油換算量 Ｌ/kwh ・電気代 元/kwh
・電気ＣＯ２排出係数 kg-co2/kwh ・削減CO2の金額換算 元/t-CO2

43,452

単純投資回収年 2.7 年
〃 2.3 年

(CO2削減効果込）（CO2金額込み）

13,335

36,750 36,750

13,335

ＫＬ/年

36,750 元/年

元/年

0.7

(原油換算)
13.3

ton/年44.7CO2削減量

44.7

1,487,500

150

2.7
100,000

3.5

削減金額
省エネ量 削減金額

44.7

0.254
0.851

削減対策名 OMS-　２－４

52,500

52,500
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アンロード時には定格運転時の２５％の電力を不要に消費する。
・現状のアンロード時間を全体の15%とし、その８０％分を
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・電気ＣＯ２排出係数 kg-co2/kwh ・削減CO2の金額換算 元/t-CO2

43,452

単純投資回収年 2.7 年
〃 2.3 年

(CO2削減効果込）（CO2金額込み）

13,335

36,750 36,750

13,335

ＫＬ/年

36,750 元/年

元/年

0.7

(原油換算)
13.3

ton/年44.7CO2削減量

44.7

1,487,500

150

2.7
100,000

3.5

削減金額
省エネ量 削減金額

44.7

0.254
0.851

削減対策名 OMS-　２－４

52,500

52,500

DX省エネ
・省エネ診断
・施策出し
・結果確認

デジタルツール専門家が現場で
環境診断

施策の提供・共有

コニカミノルタ

調達先

DXグリーンサプライヤー活動 ~2022年に向けて進化
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⚫ 環境経営(中期環境計画/マテリアリティ)

⚫ 環境格付(DJSI/CDPなど)

⚫ 環境マネジメント体制(統合ISOなど)

⚫ 環境法規制への対応実例 など

⚫ 環境負荷低減とコストダウン実現

(グリーンファクトリー活動など）

⚫ 製品含有化学物質管理の仕組み

（納入先からの調査への対応方法）など

お客様 コニカミノルタ企業間でお互いに成長

資源有効活用 CO2削減

エネルギー効率改善水使用量削減 持続可能な経済成長 持続可能な産業化促進

持続可能なグローバルパートナーシップ

⚫総務

⚫CSR・環境

⚫人事・労務管理

⚫財務・経理

⚫経営戦略・経営企画

⚫広報・ブランド

⚫ IT

⚫研究開発

⚫調達

購買
物流

製造 出荷
物流

販売
マーケティ
ング

サービス

支
援
活
動
（
コ
ス
ト
セ
ン
タ
ー
）

主活動（プロフットセンター）

コ
ニ
カ
ミ
ノ
ル
タ
の

技
術
・
ノ
ウ
ハ
ウ
提
供

グリーンマーケティング活動 ～従来からの継続的活動
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商談件数 参画率 勝率 単価× × × ＝ 売上

商談参画
(見積もり提出)

関係強化
(ビジネスに繋がる話になった)

2014年度～2019年度の実績

1,300社顧客基盤

＋
61 80

148

246

24
57

73

95

85

175

221

341

0

100

200

300

400

16年度 17年度 18年度 19年度

顧客関係強化

日本 中国 欧州

(件数)

32
55 63

95
7

51
61

78

39

109
124

173

0

50

100

150

200

16年度 17年度 18年度 19年度

商談参画

日本 中国

(件数)

契約数：429件
・複合機販売数：2,530台
・プロダクションプリント：5台
・ソリューション案件他：149件

グリーンマーケティング活動 ～2019成果
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環境に関する動向と課題

⚫ 環境問題に対する社会的要求の高まり

• 温暖化への懸念(パリ協定、SBT、TCFD)
• 再生可能エネルギー100%へ(RE100)
• サプライチェーン上でのCO2対策/
再エネ要請

⚫ 各国法規制強化の動き
• Climate-neutral欧州法制化の動き
• 欧州サーキュラーエコノミーAction
法制化

⚫ ESG投資の拡大
• CSVが提唱する社会価値と事業価値の
両立

⚫ SDGsの要請
• イノベーションによる環境課題解決と
事業成長

外的変化

⚫ 企業のお困りごと
• 環境活動のレベルUPを望んでいる。
• 一方、環境課題は増え続けている。

0

10

20

30

40

LV１ LV２ LV３ LV４ LV５

成熟度調査結果

現状 目標

社数 n=74 社

企業の課題

環境経営セミナーアンケートより

Level1
順法

Level2
情報公開

Level3
事業貢献

Level4
事業価値拡大

Level5
持続的な成長

環境法規、
リスク対応

自社内の
環境負荷
低減活動

自社ライフサイ
クルの環境負荷
低減活動

ステークホルダを
巻き込んだ活動で
事業価値創出

環境活動が事業
成長につながる

課題 ① 高まる環境への要請に対応するための業務効率の最大化
課題 ② SDGs対応のための事業成長に繋がるイノベーション創出
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環境ソリューション
共創サービス

①基本メニュー 環境経営成熟度診断 環境経営エッセンス集お困りごと相談

環境ソリューション
提供サービス

①技術ノウハウを提供
②マッチングで成約を支援

運営企業（コニカミノルタ） 幹事企業（パナソニック）

PF構築/運営

参加
【23社】

提供
【9社】

購入・活用

課題(ニーズ)
①環境コンテンツ(ノウハウ配信→業務効率向上)

②環境アドバイザリー(役務提供→業務フロー改革）

④環境商材（商材提供⇒新たな環境課題の解決）

③環境ソフトウェア(ソフトウェア配信→業務効率向上）

②環境ソリューション共創 ワークショップ 環境ソリューション共創

参
加
企
業

情
報
利
用
企
業
（
参
加
企
業
＋
参
加
企
業
以
外
）

環境経営
ナビゲーションMAP
(解決策の道しるべ)

マッチング

DATA

事例/ノウハウ

ｿﾘｭｰｼｮﾝ

成功事例
レビュー

①企業の環境課題を解決
②企業間で解決策を共創

16

提供価値①

WSでの議論を自社で活用

提供価値②

提供価値③

ナビゲーション
MAPで情報活用

即効性のあるソリューション提供

環境デジタルプラットフォーム



© KONICA MINOLTA 17

環境デジタルプラットフォーム参加企業
（全33社 2021年12月時点）

製造業 非製造業

電気
機械

輸送
機械

食品
化学・医薬
繊維・ゴム

鉄鋼
金属

窯業
ガラス

情
報
通
信

電気
ガス

運
輸

小売
卸売

総合
コンサル

環境
サービス

そ
の
他

6月

アズビル

コニカミノルタ

パナソニック

他1社

デンソー

トヨタ紡織
カゴメ

YKK
ap

1社

三菱UFJ
R&C

カーボンフ
リーコンサル
ティング

ブルー ドット
グリーン

八千代エンジ
ニヤリング

12
月

キトー

日本精工

富士通ゼネラル

他2社

ニチレイ

アイカ工業

大塚製薬工場

ダイセル

ライオン

他1社

ニチアス

他1社

大阪ガス

関西電力
1社 サンゲツ

エコロジカ

Waara
1社
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お客様のプロセス変革でエネルギー・CO2を削減

中期計画 社会価値への
換算ロジック

事業 提供価値 KPI 2020 2021 2022

A事業
顧客の生産プロセスのエ
ネルギー・CO2を削減

カーボンマイナス
貢献量

56万トン 58万トン 64万トン
(ソリューション導入件数)×
(1件当たりの温室効果ガス
抑制量)

＜該当ソリューション＞
• 製品

ソリューション
売上高

B事業
化学工場やガスプラン
ト・パイプラインでの監
視によるGHG漏洩の防止

カーボンマイナス
貢献量

1.8万トン 3.5万トン 7.1万トン
(ソリューション導入件数)×
(1件当たりの温室効果ガス
抑制量)

＜該当ソリューション＞
• 製品

ソリューション
売上高

C事業
材料を活用するプロセス
技術で顧客プロセスでの
ロスの削減

カーボンマイナス
貢献量

― 29トン 47トン
(ソリューション導入件数)×
(1件当たりの温室効果ガス
抑制量)

＜該当ソリューション＞
• 製品

ソリューション
売上高

D事業
DXを通じたエコシステム
により、グローバルにお
客様と連携・提供

カーボンマイナス
貢献量

― 0.5万トン 4万トン (省エネソリューション導入拠点
数)×(１拠点当たりの削減量)

＜該当ソリューション＞
• 省エネソリューション

ソリューション
売上高

環境・社会価値※

マテリアリティ 4)気候変動への対応

経済価値

中期経営計画で確定

中期経営計画で確定

中期経営計画で確定

中期経営計画で確定

※暫定値。中期経営計画で確定
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テーマ
事業・
部門

KPI/主要施策 2020 2021 2022

1)DXを活用し
た調達先環
境負荷低減
で原価低減
に寄与
(DXグリーンサ
プライヤー活
動)

A部門
B部門

KPI

CO2削減量
カーボンマイナス貢献量

7,432トン
1３,121トン

11,852トン
21,071トン

18,168トン
32,000トン

エネルギー削減金額換算累計
（原価低減貢献額累計）

37百万円
（8百万円）

258百万円
(10百万円)

603百万円
(30)百万円

▼DXグリーンサプライヤー活動

2)拠点での環
境負荷低減
で原価低減
に寄与
(サステナブル
ファクトリー)

A部門
B部門
C部門
D部門

KPI

CO2削減量（生産）
9,796トン
省エネ 4,077
再エネ 5,719

17,626トン
省エネ 11,713
再エネ 5,913

27,513トン
省エネ 18,461
再エネ 9,052

エネルギー削減金額換算累計
(原価低減貢献額累計)

89百万円
（59百万円）

265百万円
(100百万円)

426百万円
(123百万円)

▼サステナブルファクトリー認定制度
▼再生可能エネルギー切り替え

自社拠点、調達先、自社製品サービスのエネルギーCO2削減

4拠点前倒し達成 7拠点達成

A工場/B工場 継続

B工場提案
A工場切替

施策の検討

対象拠点
提案

他拠点の切替
施策の検討

B工場
切替

工事

1ターム（6社）活動準備

2ターム(OS含む12社)
3ターム(OSｻﾌﾟﾗｲﾔ含む18社)

4ターム(26社)

GS再活動(8社）

マテリアリティ 4)気候変動への対応

環境・社会価値※ 経済価値※ ※暫定値。中期経営計画で確定
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